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横浜市調達公告第255号 

総合評価一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「下倉田町特別緑地保全地区ほか１か所整備工事」ほか１件の工事について、一般競争入札

を行う。 

平成29年８月22日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２ 

  項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条 

  第１項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

調 達 公 告 
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  コ 技術修得型共同企業体 

    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

 (6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式実施要 

  綱（以下「総合評価実施要綱」という。）、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）（以下「運用基 

  準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という。）等に定める 

  ところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札参加者は、工事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定めると 

  ころにより、技術資料を財政局契約第一課へ提出すること。 

   なお、提出後の技術資料の修正及び追加等は、提出期間内であっても認めない。 

 (2) 設計図書及び実施要領書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

   は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）及び実施要領書をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 技術資料の提出をしない者が行った入札、又は実施要領書の定めに従わない技術資料を提出した者が 

  行った入札 

 (4) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (5) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は３(4) の定めに従わない工事費内訳 

  書の提出をした者が行った入札 

 (6) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 
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  説明書４の各号に該当する入札 

 (7) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

 (9) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行 

  った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (11) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

  技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 

６ 落札予定者の決定、入札参加資格の確認及び落札者の決定 

 (1) 開札後、調査基準価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) ５により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、評 

  価値を算出する。 

 (3) 次に掲げる要件を全て満たす入札者のうち、(2) により算出した評価値が最も高い者を落札予定者と 

  する。 

  ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

  イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で定める欠格要件のいずれにも該当していないこと。 

  ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の108分の100で除して得た数値を下回っていないこと 

   。 

 (4) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、横浜市工事請負契約に係る低入 

  札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）第３条第２項に定める基準（以下「失格基準」とい 

  う。）に該当する場合には、その者を落札者としない。この場合、(3) の要件を全て満たす者のうち、 

  次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

 (5) 失格基準に該当した者を除き、評価値の同じ落札予定者が２者以上あるときは、当該落札予定者にく 

  じを引かせて落札予定者１者を決めるものとする。この場合、当該落札予定者のうちくじを引かない者 

  があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札予定者を決定す 

  るものとする。 

 (6) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札予定者、落札予定者の入札価格及び(2) により算出した落札予定者の 

  評価値を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (7) 落札決定を保留した後、落札予定者が入札参加資格を満たすものであるかを確認する。 

 (8) (7）の入札参加資格の確認の結果により、落札予定者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち次に評価値の高い 

   者を新たに落札予定者とし、（7）の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様 

   の手続を繰り返す。 

 (9) （7）の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札予定者は、工事ごとに定める提出書類等を、別 

  に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出し、また確認のための指示に従わなければならない。指 

  定した期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札予定者は入札参加 

  資格を満たす者でないとし、（8）イの手続により落札者を決定する。 

 (10)（8）イの手続により、落札予定者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、 

  当該落札予定者に通知する。 

 (11) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、失格基準に該当しない場合 

  は、（7）の入札参加資格の確認とあわせて総合評価実施要綱第13条第２項に定めるとおり、低入札要 

  綱に定める調査を行う。 

 (12) (11) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない 
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  おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな 

  るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲 

  内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

 (13) (11) の調査にあたっては、当該落札予定者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日 

  時までに財政局契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の 

  期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(12) に該当するものとし、当該 

  落札予定者を落札者としないものとする。 

 (14) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、低入札要綱第４条の２ 

  第１号に定める技術者を、（9）により提出された入札参加資格確認資料に記載した技術者とは別に、 

  施工現場に専任で１名以上配置しなければならない（特定建設共同企業体の場合、代表者となる構成員 

  から１名以上配置すること。）。この場合、当該技術者について、配置技術者（変更）届出書（第６号 

  様式）及び必要書類を別に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出すること。 

 (15) (13) に定める書類は、３(4) に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること 

  。対応した書類の提出がない場合には、(12) に該当するものとし、当該落札予定者を落札者としない 

  ものとする。 

 (16) 落札者の決定にあたって、総合評価実施要綱第５条第３項で定める学識経験者の意見聴取を行った 

  場合は、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

 (17) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札予定者が指名停止等措置 

  要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停 

    止を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者の 

    うち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定 

  する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め 

  る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の 

  ４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定 

  する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を 

  当該会計年度ごとに支払う。 

 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

 (1) ７(3) の規定にかかわらず、入札参加要領第27条第１項に定める契約保証金の額は、契約金額の 

  100分の30以上とする。 

 (2) ８(2) の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契 

  約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とあ 

  る場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払 

  う。なお、公共工事の前払金に関する規則第２条第２項に規定する前払金(中間前払金)は支払わない。 

 (3) 契約金額にかかわらず、横浜市請負工事検査事務取扱要綱第８条第２項各号に定める工種を主たる工 

  種とする工事については、中間技術検査を行うものとする。 

 (4) 工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うものとする。 

10 その他 
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 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

  場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないもの 

  とする。 

 (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札予定者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

    ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。 

  イ 落札予定者となった者が、６(9) に定める書類の提出をしない場合 

  ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札予定者となった者が、低入札要綱第 

   ３条第３項及び第４条第１項第１号に該当した場合（ただし、資料に不備等があることのみにより同 

    号に該当した場合を除く。） 

 (9) ６(7) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (10) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代 

   理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取 

     扱要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満であるとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

  (11) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 
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  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 

  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 

  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 

  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (12)(9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けている 

  者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１号 

  に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (13)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

 (14) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (15) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜 

  市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する 

  。 

 (16) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則 

  、入札取扱要綱、総合評価実施要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等 

  に定めるところによるものとする。 

  (17) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 
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契約番号 １７２１０１０２５３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
下倉田町特別緑地保全地区ほか１か所整備工事 

施工場所 
戸塚区下倉田町１２２５番７ほか 

工事概要 

【総合評価落札方式（特別簡易型）対象工事】 

基盤整備工、設備工、施設設備工、植栽工、園路広場整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ２月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ７日（木）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月２６日（火）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、総合評価落札方式に 

おける入札参加手続、工事費内訳書の作成及び提出、調査基準価格未満で入札した場合の 

取扱い、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査の取扱 

いについて、公告本文（２、３（４）、９、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

るので留意すること。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－３９４７ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
若葉台公園再整備工事 

施工場所 
旭区若葉台三丁目１番 

工事概要 

【総合評価落札方式（特別簡易型）対象工事】 

基盤整備工、植栽工、設備工、園路広場整備工、施設整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月 ９日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ７日（木）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月２６日（火）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、総合評価落札方式に 

おける入札参加手続、工事費内訳書の作成及び提出、調査基準価格未満で入札した場合の 

取扱い、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査の取扱 

いについて、公告本文（２、３（４）、９、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

るので留意すること。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５２ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第256号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「大黒ふ頭２号物揚場改修工事（その２）」ほか26件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２ 

  項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条 

  第１項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

  コ 技術修得型共同企業体 

    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 
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 (6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係） 

  （以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という 

  。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより 

  入札保証金の納付を求める場合及び８(13)に定める場合を除く。 

 (2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

      は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内 

  訳書の提出をした者が行った入札 

 (5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 

  説明書４の各号に該当する入札 

 (6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

 (7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ 
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  た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

 (1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者 

  のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ 

  た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

 (3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書によ 

  り入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

 (5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者 

   のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う 

   。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候 

  補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連 

  絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指 

  示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該 

  落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

 (7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当 

  該落札候補者に通知する。 

 (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要 

  綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止 

  を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格を 

  もって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定 

  する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め 

  る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の 

  ４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定 

  する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を 

  当該会計年度ごとに支払う。 

 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 
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 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

  場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

    ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。      

  イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

 (8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (9) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代 

  理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱 

  要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満のとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

  (10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 

  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 

  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 

  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 
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  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (11) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けている 

  者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１号 

    に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (12)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

 (13) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (14) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜 

  市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する 

  。 

 (15) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則 

  、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによ 

  るものとする。 

  (16) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 
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契約番号 １７１４０１００６４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大黒ふ頭２号物揚場改修工事（その２） 

施工場所 
鶴見区大黒ふ頭１番地先 

工事概要 

上部コンクリート工一式、舗装工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月１５日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時５３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 港湾局建設第一課 電話 ０４５－６７０－７３０６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７１２０１００７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平潟橋補修・補強工事（その３） 

施工場所 
金沢区柳町３５番１５地先から六浦東一丁目４８番地先まで 

工事概要 

支承取替工２２基、縁端拡幅工２か所 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：橋梁上部工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、次のいずれかの工事の元請としての施工実績 

  を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出 

  資比率が１０分の２以上のものに限る。 

  ア プレストレストコンクリート橋梁上部のジャッキアップを含む支承取替工事 

  イ プレストレストコンクリート橋梁上部の製作・架設工事 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７１２０１００７１ 

工事件名 
平潟橋補修・補強工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）入札取扱要綱第２５条第１項第７号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書の 

  送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けている 

  ときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了してい 

  る場合はこの限りでない。）。 

   平潟橋補修・補強工事（その２） 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １７１２０１００７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
嶮山中央橋補修・補強工事（その４） 

施工場所 
青葉区すすき野一丁目５番地先からすすき野二丁目１０番地先まで 

工事概要 

ひび割れ補修工一式、縁端拡幅工一式、橋面舗装工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

予定価格 ６１，０４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、橋梁上部のコンクリート部分の補修・補強工 

  事（断面修復工、地覆打設工及び地覆補修工を除く。）の元請としての施工実績を有 

  すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比 

  率が１０分の２以上のものに限る。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に 

入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設 

計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２８０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄第二水再生センター進入橋耐震補強等整備工事 

施工場所 
栄区長沼町８２番地 

工事概要 

橋梁補修工一式、橋脚ＲＣ巻立て工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ５０，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、次のいずれかの工事の元請としての施工実績 

  を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出 

  資比率が１０分の２以上のものに限る。 

  ア 鉄筋コンクリート巻立てによる橋脚補強工事 

  イ 鉄筋コンクリート橋脚（橋台は除く。）築造工事 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に 

入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設 

計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時２２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局下水道施設整備課 電話 ０４５－６７１－２８４７ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７３１０１００３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道市場第４２号線・下末吉第１８１号線鶴見区元宮二丁目地内道路改良工事（その２） 

施工場所 
鶴見区元宮二丁目５番３１号地先から５番４１号地先まで 

工事概要 

構造物取壊し工３２ｍ３、Ｌ型側溝工Ｌ＝２４４ｍ、アスファルト舗装工８８６ｍ２ ほ 

か 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２６日まで 

予定価格 ８０，０３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、港北区又は都筑区内の 

  いずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式）（本件工事及び 

１７２１０１０２６９番の工事件名を併記すること。） （２）主任技術者を配置する場 

合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 

写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面に監理 

技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。） （ 

４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者 

証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に合併入札に係  

  る、設計図書のダウンロード等、工事費内訳書の作成及び提出、現場代理人の工事現 

  場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査について、公告本文（２（２） 

  、３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は契約番号１７２１０１０２６９番の工事と合併入札とし、予定価格につ 

  いては全ての工事の合計金額を本件工事に記載する。また、入札は本件工事に対して 

  行い、金額は全ての工事の合計金額を記載すること。 

工事担当課 鶴見区鶴見土木事務所 電話 ０４５－５１０－１６６９ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２６９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区江ケ崎地区下水道再整備工事 

施工場所 
鶴見区元宮二丁目５番３０号地先から５番４１号地先まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ３００ｍｍ～Φ３５０ｍｍ、Ｌ＝１１６．５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２６日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

契約番号１７３１０１００３３番に記載する。  

その他 

契約番号１７３１０１００３３番に記載する。 

提出書類 

契約番号１７３１０１００３３番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号１７３１０１００３３番の工事と合併入札を行う。 

なお、その他の注意事項については、契約番号１７３１０１００３３番に記載する。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７７１０１０２１２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉スポーツプラザ崖対策工事 

施工場所 
青葉区荏田西二丁目１６番１ 

工事概要 

法面整形工１，７４９ｍ２、砕石スクリーニングス舗装工３９８ｍ２、アスファルト舗装 

工５７０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 １月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区、緑区、青葉区、戸塚区、泉区又は瀬谷区内のいず 

  れかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６０ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
上郷九号緑地基盤整備工事 

施工場所 
栄区庄戸五丁目１４００番３１２から１４００番３１３まで 

工事概要 

補強土壁工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ７７，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢区又は栄区内 

  のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時２１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－４１２５ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鍋屋の森一部整備工事 

施工場所 
泉区和泉町９４３番１ほか 

工事概要 

基盤整備工、植栽工、設備工、園路広場整備工、施設整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ２月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

造園工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５３ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２７０１００２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
今井小学校放課後キッズクラブ事業施設整備工事（建築工事）（その２） 

施工場所 
保土ケ谷区今井町９８１番地１ 

工事概要 

放課後キッズクラブ教室整備工（木造、地上２階建、延床面積１８５．４８ｍ２） ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ５３，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ又はＢ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６９ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５５０１００２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川消防団第八分団第１班器具置場整備工事（その３） 

施工場所 
神奈川区七島町１５２番地１ 

工事概要 

Ｓ造、地上２階建、延床面積６１．１２ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２０日まで 

予定価格 ２５，５８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。なお、本件工事の工事費内訳書は、工事積算内訳書に記載の通り二つ 

  の工事費内訳書から構成されているので、入札にあたっては、二つの工事費内訳書を 

  入札書提出の際に添付すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６３ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５５０１００３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭消防団第四分団第１班器具置場整備工事（その２） 

施工場所 
旭区若葉台四丁目１１番２ほか 

工事概要 

Ｓ造、地上２階建、延床面積５７．７４ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成３０年 ２月 ２日まで 

予定価格 ２５，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。なお、本件工事の工事費内訳書は、工事積算内訳書に記載の通り二つ 

  の工事費内訳書から構成されているので、入札にあたっては、二つの工事費内訳書を 

  入札書提出の際に添付すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７３ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５５０１００３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉消防団第二分団第９班器具置場整備工事（その３） 

施工場所 
青葉区千草台１７番地１ 

工事概要 

Ｓ造、地上２階建、延床面積４９．７９ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２３日まで 

予定価格 ２９，７５９，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時０３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。なお、本件工事の工事費内訳書は、工事積算内訳書に記載の通り二つ 

  の工事費内訳書から構成されているので、入札にあたっては、二つの工事費内訳書を 

  入札書提出の際に添付すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第70号 平成29年８月22日発行 

29 

 

契約番号 １７１４０１００６２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大黒ふ頭Ｔ－３号上屋構造補修工事 

施工場所 
鶴見区大黒ふ頭構内 

工事概要 

屋根面水平ブレース新設工６４か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ６４，４３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、青葉区、都 

  筑区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 港湾局保全管理課 電話 ０４５－６７１－７２２６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第70号 平成29年８月22日発行 

30 

 

契約番号 １７７１０１０２１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴ケ峯小学校昇降機室増築その他工事（建築工事） 

施工場所 
旭区鶴ケ峰一丁目４２番地 

工事概要 

昇降機室増築工、多目的トイレ設置工 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ６３，８６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、青葉区、都 

  筑区、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時３３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７１２０１００７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
横浜駅ポートサイド人道橋上屋開口部屋根設置工事（その２） 

施工場所 
西区高島二丁目１７番地先から神奈川区金港町１番１０地先まで 

工事概要 

屋根設置工１４４ｍ２、鉄骨工１．９９２ｔ ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 ８３，３２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：鋼製橋梁工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時４０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７１２０１００７４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
三ツ沢橋補修工事 

施工場所 
神奈川区三ツ沢西町１１番４６号地先から三ツ沢上町３０番１４号地先まで 

工事概要 

落橋防止装置設置工５０基、現場塗装工２３７ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：その他の鋼構造物工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、次のア又はイの工事の元請としての施工実績 

  を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、出 

  資比率が１０分の２以上のものに限る。 

  ア 鋼製の落橋防止装置又は鋼製の変位制限装置を含む鋼製橋を架設した工事 

  イ 鋼製の落橋防止装置又は鋼製の変位制限装置を設置した工事 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時４１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 道路局橋梁課 電話 ０４５－６７１－２７９６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
日産スタジアム誘導灯設備等更新工事 

施工場所 
港北区小机町３３００番地 

工事概要 

誘導灯更新工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時４３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局会場整備課 電話 ０４５－４７５－１１８３ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２６０１００３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢区総合庁舎改築工事（舞台音響・映像設備工事） 

施工場所 
金沢区泥亀二丁目７６番地の１ 

工事概要 

公会堂用舞台音響・映像設備工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年１２月１４日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気通信 

格付等級 - 

登録細目 【電気通信：放送設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

電気通信工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、劇場又はホール（公会堂、コンサートホール 

  等）の舞台音響設備の設置工事の元請としての施工実績を有すること。なお、当該施 

  工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、代表構成員のものに限る。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時５０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７１７０１０００８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
横浜市市民文化会館関内ホール改修工事（衛生設備工事）（その２） 

施工場所 
中区住吉町４丁目４２番地の１ 

工事概要 

衛生設備改修工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 ９月２１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること（ただし、特定建設共同企 

業体による入札の場合、代表構成員以外の構成員は国家資格を有する主任技術者でも可と 

する。）。当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ 

恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事 

に従事していない者でなければならない。  

その他 

本件工事の入札は混合入札により執行する。 

次を全て満たす技術力結集型共同企業体（名称は「○○建設共同企業体」とする。詳細は 

公告本文１（４）参照。）又は単体企業であること。 

（１）技術力結集型共同企業体の資格要件 

  ア 構成員の数は２者とし、出資比率は各構成員１０分の３以上であるとともに、代 

   表構成員がその共同企業体構成員中最大であること。 

  イ 構成員の組合せは、入札参加資格を満たす者による組合せであること。 

  ウ 現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的 

   な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

（２）単体企業の資格要件 

   現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。なお、特定建設共同企業体による入札の場合であり、かつ、代表構成員以 

外の構成員で主任技術者を配置する場合は、（１）に記載した国家資格を証明する書類（ 

建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）） （３）配置する技術者及び現場代 

理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者 

証の写し等） （４）共同企業体協定書兼委任状（特定建設共同企業体による入札の場合 

） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時３３分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐、最高請負実績額に係る適格性の審 

  査並びに特定ＪＶ登録及び共同企業体協定書兼委任状の提出について、公告本文（３ 

 （４）、８（９）、８（１０）及び８（１３））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７８ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２６２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区井土ケ谷地区下水道再整備工事（その２６） 

施工場所 
南区井土ケ谷下町４４番地９地先から２３番地３地先まで 

工事概要 

管きょ更生工（反転工法又は形成工法、Φ２５０ｍｍ～Φ７００ｍｍ、Ｌ＝７４３．２ｍ 

） ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ７月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管更生 

格付等級 - 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること（ただし、代表構成員以外の構

成員は、国家資格を有する主任技術者でも可とする。）。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす技術力結集型共同企業体であること（名称は「○○建設共同企業体」とす 

る。詳細は公告本文１（４）参照。）。 

（１）構成員の数は２者とし、出資比率は各構成員１０分の３以上であるとともに、代表 

  構成員がその共同企業体構成員中最大であること。 

（２）構成員は、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を得た下水道管きょ 

  更生工法（反転工法又は形成工法に限る。）に関する団体に属していること、又は当 

  該工法について実施権の許諾を受けていること。 

（３）同一の工法が施工可能な者により結成された共同企業体であり、当該同一の工法を 

  用いて本件工事を施工できること。 

（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。なお、代表構成員以外の構成員で主任技術者を配置する場合は、（１）に 

記載した国家資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）） 

 （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保 

険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格に定める下水道管 

きょ更生工法に関して確認できる書類（会員証明証又は実施権に関する契約書の写し等） 

 （５）共同企業体協定書兼委任状（欄外に施工に用いる工法の種類を追記すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時３２分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐、最高請負実績額に係る適格性の審査並びに特 

定ＪＶ登録及び共同企業体協定書兼委任状の提出について、公告本文（３（４）、８（９ 

）、８（１０）及び８（１３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１５ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２６３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区鶴見合流幹線ほか下水道再整備工事 

施工場所 
鶴見区生麦五丁目１５番５号地先ほか３か所 

工事概要 

管きょ更生工（反転工法又は形成工法、Φ７６０ｍｍ、Ｌ＝２１．７ｍ）、管きょ更生工 

（製管工法、ボックスカルバート１，３５０ｍｍ×１，６５０ｍｍ、Ｌ＝３２７．８ｍ） 

 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ８月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管更生 

格付等級 - 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること（ただし、代表構成員以外の構

成員は、国家資格を有する主任技術者でも可とする。）。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす技術力結集型共同企業体であること（名称は「○○建設共同企業体」とす 

る。詳細は公告本文１（４）参照。）。 

（１）構成員の数は２者とし、出資比率は各構成員１０分の３以上であるとともに、代表 

  構成員がその共同企業体構成員中最大であること。 

（２）構成員は、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を得た下水道管きょ 

  更生工法（反転工法及び製管工法又は形成工法及び製管工法）に関する団体に属して 

  いること、又は当該工法について実施権の許諾を受けていること。 

（３）（２）で定める工法のうち、それぞれ同一の工法が施工可能な者により結成された 

  共同企業体であり、当該同一の工法を用いて本件工事を施工できること。 

（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。なお、代表構成員以外の構成員で主任技術者を配置する場合は、（１）に 

記載した国家資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）） 

 （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保 

険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格に定める下水道管 

きょ更生工法に関して確認できる書類（会員証明証又は実施権に関する契約書の写し等） 

 （５）共同企業体協定書兼委任状（欄外に施工に用いる工法の種類を追記すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐、最高請負実績額に係る適格性の審査並びに特 

定ＪＶ登録及び共同企業体協定書兼委任状の提出について、公告本文（３（４）、８（９ 

）、８（１０）及び８（１３））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中部水再生センターＡ系Ｎｏ．１３反応タンク散気装置等改良工事 

施工場所 
中区本牧十二天１番１号 

工事概要 

散気装置等改良工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２８日まで 

予定価格 ６０，９５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事又はその他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で

配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局中部水再生センター 電話 ０４５－６２１－４１１４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川水再生センターオゾン消毒設備工事 

施工場所 
神奈川区千若町１丁目１番地 

工事概要 

オゾン消毒設備工一式 

工期 契約締結の日から平成３１年 ３月２９日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：水処理設備工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

企業規模 - 

技術者 

水道施設工事業又は機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、下水道施設又は類似施設（水道施設等）の 

  オゾン消毒設備工事（新設、増設又は更新工事に限る。）の元請としての施工実績を 

  有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、代表 

  構成員のものに限る。  

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 環境創造局下水道設備課 電話 ０４５－６７１－２８５２ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平沼ポンプ場沈砂池ポンプ棟特殊消火設備改築工事 

施工場所 
西区西平沼町５番７０号 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 １月２６日まで 

予定価格 ６５，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 消防施設又は管 

格付等級 【消防施設：－】又は【管：Ａ】 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】又は【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

消防施設工事業又は管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇 

用関係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事して 

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時３３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
高田ポンプ場管理棟特殊消火設備改築工事 

施工場所 
港北区高田西一丁目８番７号 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 １月２６日まで 

予定価格 ６９，６９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 消防施設又は管 

格付等級 【消防施設：－】又は【管：Ａ】 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】又は【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

消防施設工事業又は管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇 

用関係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事して 

いない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７２１０１０２７７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷ポンプ場本館特殊消火設備改築工事 

施工場所 
保土ケ谷区天王町２丁目４３番地 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 １月２６日まで 

予定価格 ６０，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 消防施設 

格付等級 - 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

消防施設工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時４６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第 257 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

 平成29年８月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   高規格救急車 １台の購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期限 

平成30年２月16日（詳細は、入札説明書による。） 

 (4) 納入場所 

戸塚区深谷町 777 番地 

横浜市消防訓練センター 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

 最初の契約に係る入札公告日 

平成29年５月16日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「自動車」に登録

が認められている者であること。 

(3) 平成29年８月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市指名停止等措置要綱に基づ

く指名停止を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る、１台以上の納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品の供給について、メーカー、販売代理店等の引受証明を受けている者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿

登載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成29年８月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

阿部 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成29年９月14日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部施設課 

電話 045(334)6585（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成29年９月28日から平成29年10月２日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成29年10月３日午前９時30分 

(ｲ) 入札場所 

中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成29年10月２日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成29年10月３日午前９時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 
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10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

納品検査終了後、請求に基づき契約金額を一括して支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

 (3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of １ High-Standard Ambulance 

 (2) Deadline for the tender: 9:30 a.m., 3 October, 2017(Japan Standard Time） 

*For details, see the description of the tender 

(3) Language: Japanese is the only language used in all the contract procedures 

(4) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第258号   

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成29年８月22日 

                                契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 競争入札に付する事項  

(1) 件名及び数量 

   加熱脱着装置付ガスクロマトグラフ質量分析計システム 一式の借入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 借入期間 

  ア 借入期間(平成29年度分) 

平成30年２月１日から平成30年３月31日まで 

  イ 総借入期間 

    平成30年２月１日から平成36年１月31日まで 

    （地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の３に基づく長期継続契約） 

(4) 借入場所 

横浜市衛生研究所 

(5) 入札方法 

この入札は、第３号アに掲げる期間における賃借料の総価により行う。 

(6) その他 

   本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準(物品・委託等関係)(以下

「運用基準」という。)に定めるところによること。 

   なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１号に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿(物品・委託等関係)において「一般賃貸」に登録

が認められている者であること。 

(3) 平成29年８月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市指名停止等措置要綱に基づ

く指名停止を受けていない者であること。 

(4) 物品に係る賃貸借契約について１年を超える履行実績を有する者であること。 

 (5) 当該借入物品を納入できる者であること。 

３ 入札参加の手続き 

  当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成29年８月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

    〒231－0017 中区港町１丁目1番地 

    横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

 (4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

中原 電話 045(671)2249（直通） 
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４ 入札参加資格の喪失 

  入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当 

するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

  横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

  また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

   公告日から平成29年９月25日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23 

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。） 

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒236-0051 金沢区富岡東２丁目７番１号 

横浜市健康福祉局衛生研究所管理課 

電話 045(370)8460（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

    平成29年９月28日から平成29年10月２日まで(休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただ

し、最終日は午後５時まで) 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

     平成29年10月３日午前10時15分 

(ｲ) 入札場所 

  中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成29年10月２日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成29年10月３日午前10時15分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第1号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札  

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 
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(1) 前金払 

行わない。  

(2) 契約金の支払方法 

暦月を単位として、翌日以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約であるため、本件契約の締結日の属する年 

度の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又は削除された場合は、横浜市は、

本件契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13  Summary 

(1) Subject matter of the contract: Lease of thermal desorption gas chromatography mass 

spectrometry system  

(2) Deadline for the tender: 10:15 a.m., 3 October, 2017 (Japan Standard Time) 

    *For details, see the description of the tender 

(3) Language: Japanese is the only language used in all the contract procedures 

(4) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045-671-2249 
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横浜市調達公告第259号   

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成29年８月22日 

                                契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 競争入札に付する事項  

(1) 件名及び数量 

   大気・水質常時監視テレメータシステム 一式の借入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 借入期間 

  ア 借入期間(平成29年度分) 

平成30年３月１日から平成30年３月31日まで 

  イ 総借入期間 

    平成30年３月１日から平成37年２月28日まで 

    （地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の３に基づく長期継続契約） 

(4) 借入場所 

横浜市環境創造局環境保全部環境管理課監視センターほか94か所（詳細は、入札説明書による。） 

(5) 入札方法 

この入札は、第３号アに掲げる期間における賃借料の総価により行う。 

(6) その他 

   本案件は電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準(物品・委託等関係)(以下

「運用基準」という。)に定めるところによること。 

   なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出するこ

とにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１号に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿(物品・委託等関係)において「一般賃貸」に登録

が認められている者であること。 

(3) 平成29年８月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市指名停止等措置要綱に基づ

く指名停止を受けていない者であること。 

(4) 物品に係る賃貸借契約について１年を超える履行実績を有する者であること。 

 (5) 当該借入物品を納入できる者であること。 

３ 入札参加の手続き 

  当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成29年８月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

    〒231－0017 中区港町１丁目1番地 

    横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

 (4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

中原 電話 045(671)2249（直通） 
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４ 入札参加資格の喪失 

  入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当 

するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

  横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

  また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

   公告日から平成29年９月25日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23 

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。） 

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0016 中区真砂町２丁目12番地  

横浜市環境創造局環境保全部環境管理課監視センター（関内駅前第一ビル５階） 

電話 045(671)3507（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

    平成29年９月28日から平成29年10月２日まで(休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただ

し、最終日は午後５時まで) 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

     平成29年10月３日午前10時 

(ｲ) 入札場所 

  中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成29年10月２日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成29年10月３日午前10時 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第1号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札  

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 
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(1) 前金払 

行わない。  

(2) 契約金の支払方法 

暦月を単位として、翌日以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

この契約は地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約であるため、本件契約の締結日の属する年 

度の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又は削除された場合は、横浜市は、

本件契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13  Summary 

(1) Subject matter of the contract: Lease of “Continuous Air and Water Quality Monitoring 

System”  

(2) Deadline for the tender: 10:00 a.m., 3 October, 2017 (Japan Standard Time) 

    *For details, see the description of the tender 

(3) Language: Japanese is the only language used in all the contract procedures 

(4) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama,  

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045-671-2249 
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横浜市調達公告第260号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「白灯油（ミニローリー納入） 13,000リットル（概算）」ほか56件の契約について、一

般競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を

有する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止を受けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

ア 横浜型地域貢献企業 

横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

イ 災害協力事業者 

災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市

電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるとこ

ろによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前（ただし、休日等を含まないものとして計算

することとする。）の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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かを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求められている者が行った委託契約に関する入札

保証金の取扱いに係る説明書４の各号に該当する入札  

(4) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最

低制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする

。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

で、第13号及び第14号に定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるか

を確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第12号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき
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は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後（ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電

子メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、

また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又

は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続によ

り落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市指名停止等措置要綱第２条第１項、第

３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による指名停止を除く。）には、その者を落札

者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、契約ごとの注意事項に、委託契約に関する入札保証金制度

適用案件である旨の記載がある契約（以下「入札保証金制度適用案件」という。）については、入札

期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に他の入札保証金制度適用案件において９(4)又は９

(6)に該当して指名停止が開始された者に入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証

等をもって入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行った場合は

、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類は、入札期間中に契約第二課に提出するこ

と。入札保証及び入札保証保険の期間は、契約ごとの注意事項に別の記載がある場合を除き、開札予

定日から３週間を含んだ日とする。その他の入札保証金に関する事項は委託契約に関する入札保証金

の取扱いに係る説明書に定めるところによる。  

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある

。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定により、指名停

止を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 落札決定後、正当な理由なく契約の辞退を行った場合、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定に

より、指名停止を行う。  

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 

(8) 入札保証金制度適用案件において９(4)又は９(6)に該当して指名停止となった者には、その指名停
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止が開始された日が入札期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に含まれる他の入札保証金

制度適用案件について、入札保証金の納付を求める。  

(9) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競

争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参

加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １７１２０２００３６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
白灯油（ミニローリー納入） １３，０００リットル（概算） 

納入／履行場所 
道路局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 燃料 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【燃料 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ４回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局河川管理課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
グループウェアライセンス（サイボウズ） １，６３９ライセンス 製品指定 

納入／履行場所 
環境創造局総務課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【コンピュータ類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局総務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２４０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ノートパソコン（ＥＰＳＯＮ） １７台 同等品可 

納入／履行場所 
環境創造局経理経営課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１０月 ４日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【コンピュータ類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 環境創造局経理経営課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０４００２７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小型乗用自動車 ５台の借入 

納入／履行場所 
南区南土木事務所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１１月 １日から平成３６年１０月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 自動車賃貸 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【自動車賃貸 市内：順位問わず 準市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者であること。 

提出書類 

引受証明書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ５回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①この契約は、地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約とする。 

②平成 29年度分の賃借料総額（税抜き）で見積もること。なお、１か月未満の月は１か月 

として見積もること。 

発注担当課 環境創造局経理経営課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０３０２６４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
地下水質測定計画等調査 

納入／履行場所 
市内 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 検査・測定 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【検査・測定 市内：第３位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

①当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

②計量証明事業（濃度）の登録を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②計量証明事業登録証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 環境創造局環境管理課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜自然観察の森ガイドマップ ２４，４００部ほかの印刷 

納入／履行場所 
環境創造局みどりアップ推進課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 オフセット印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【オフセット印刷 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．４色機以上の印刷機を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書  

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局みどりアップ推進課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０３０２６７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
北八朔公園ほか２公園保全管理業務委託 

納入／履行場所 
緑区北八朔町２０７１番地ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｂ】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【公園緑地等管理 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 環境創造局北部公園緑地事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２２７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ８１トン（概算） 環境創造局北部第一水再生セ

ンター 

納入／履行場所 
環境創造局北部第一水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局北部第一水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２２８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ３２３トン（概算） 環境創造局神奈川水再生セ

ンター 

納入／履行場所 
環境創造局神奈川水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局神奈川水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２２９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） １０３トン（概算） 環境創造局中部水再生セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局中部水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局中部水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０３０２６３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
山下ポンプ場天井走行クレーン保守点検業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局山下ポンプ場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 【機械設備保守：クレーン】 

所在地区分・順位 【機械設備保守 市内：第３位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 環境創造局中部水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） １５２トン（概算） 環境創造局南部水再生セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局南部水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局南部水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ３３１トン（概算） 環境創造局港北水再生セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局港北水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局港北水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ２１５トン（概算） 環境創造局都筑水再生セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局都筑水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局都筑水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ６０トン（概算） 環境創造局西部水再生センタ

ー 

納入／履行場所 
環境創造局西部水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局西部水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０３０２６６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
西部水再生センター継電器等電気設備保守点検業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局西部水再生センター  

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ２月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【電気設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 環境創造局西部水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ２３１トン（概算） 環境創造局栄水再生センタ

ー 

納入／履行場所 
環境創造局栄第二水再生センターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局栄水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０５００１３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず７８．２トンほかの売払 

納入／履行場所 
環境創造局栄第二水再生センターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分・順位 【不用品買受 市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、売払契約約款（平成 29年２月）及び仕様書に記載されたとおりと 

する。 

発注担当課 環境創造局栄水再生センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） １９８トン（概算） 環境創造局北部下水道セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局北部第二水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局北部下水道センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０５００１２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず（鋼材）２１６．８トンほかの売払 

納入／履行場所 
環境創造局北部下水道センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分・順位 【不用品買受 市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、売払契約約款（平成 29年２月）及び仕様書に記載されたとおりと 

する。 

発注担当課 環境創造局北部下水道センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２１０２０２３６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
次亜塩素酸ソーダ（濃度１２パーセント） ３４９トン（概算） 環境創造局南部下水道セン

ター 

納入／履行場所 
環境創造局金沢水再生センターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局南部下水道センター 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０２０３９１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
プロパンガス ８，７００立方メートル（概算） 

納入／履行場所 
資源循環局中事務所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 燃料 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【燃料 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局業務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０５０１５２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
使用済みタイヤ１７０本の売払 

納入／履行場所 
神奈川区新浦島町２－４ 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から２１日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受又はタイヤ 

格付等級 【不用品買受：－】又は【タイヤ：－】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 - 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 資源循環局車両課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０２０３８１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
アンモニア水（濃度２５パーセント） ２０５，５００キログラム（概算） 

納入／履行場所 
資源循環局鶴見工場 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局鶴見工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０２０３９４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
メンテナンスキット（アトラスコプコ） ５セットほか 製品指定 

納入／履行場所 
資源循環局旭工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から９０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【機械器具・工具類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局旭工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０３０１１６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
旭工場消防用設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局旭工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【消防設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 資源循環局旭工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０３０１１５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
金沢工場消防用設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局金沢工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【消防設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 資源循環局金沢工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０２０３８２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ゼオライト ３９８，６００キログラム（概算） 

納入／履行場所 
資源循環局都筑工場 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【工化学薬品 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局都筑工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２２０３０１１７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
都筑工場造園管理委託 

納入／履行場所 
資源循環局都筑工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月２６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｃ】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【公園緑地等管理 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

平成２８年度の災害協力事業者であること又は横浜型地域貢献企業であること。 

提出書類 

入札参加資格その他において、横浜型地域貢献企業である場合は横浜型地域貢献企業認定 

証の写し（認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業の認定審査結果に係 

る通知書の写しでも可） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 資源循環局都筑工場 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２４０３００１３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
生麦地区土地土壌汚染概況調査委託 

納入／履行場所 
鶴見区生麦三丁目５６７番３２ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１０月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 検査・測定 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【検査・測定 市内：第３位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

①当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

②土壌汚染対策法における指定調査機関の指定を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②土壌汚染対策法における指定調査機関の指定通知書の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 都市整備局地域まちづくり課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２５０２００８８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
防寒衣（ジーベック） ２４０着 同等品可  

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【被服 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１１日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１１日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 29 年９月１日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 総務局職員健康課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２７０３００１７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
潮田保育園ほか３９か所の調理室用排水桝等の清掃委託 

納入／履行場所 
横浜市潮田保育園ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 浄化槽・貯水槽等清掃 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【浄化槽・貯水槽等清掃 市内：第２位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

①当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

②産業廃棄物収集運搬業（汚泥、廃油）の許可を受けている者 

③汚泥吸引車及び高圧洗浄車を保有している者又は調達することが可能な者 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③汚泥吸引車及び高圧洗浄車を保有している者は車検証の写し、調達することが可能な者 

は引受証明書 

④汚泥吸引車及び高圧洗浄車であることが確認できる書類（画像）等 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 こども青少年局保育・教育運営課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２７０３００１８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
錦保育園ほか３９か所の調理室用排水桝等の清掃委託 

納入／履行場所 
横浜市錦保育園ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 浄化槽・貯水槽等清掃 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【浄化槽・貯水槽等清掃 市内：第２位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

①当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

②産業廃棄物収集運搬業（汚泥、廃油）の許可を受けている者 

③汚泥吸引車及び高圧洗浄車を保有している者又は調達することが可能な者 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

③汚泥吸引車及び高圧洗浄車を保有している者は車検証の写し、調達することが可能な者 

は引受証明書 

④汚泥吸引車及び高圧洗浄車であることが確認できる書類（画像）等 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 こども青少年局保育・教育運営課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２８０２０２１２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
戻入納付書（生保システム用） ４２，３００枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
鶴見区生活支援課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年 ９月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 端物印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【端物印刷 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局生活支援課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２８０２０２１５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
窓あき封筒（小）【料金後納郵便・郵便区内特別郵便 併記】 ８２，０００枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
鶴見区生活支援課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年 ９月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 封筒印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【封筒印刷 市内：第２位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局生活支援課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２８０２０２１４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
延滞金用納付書（バッチ分） ６０，５２０枚の印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局保険年金課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月 ７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 フォーム印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【フォーム印刷 市内：第３位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局保険年金課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２８０２０２１１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
口座振替依頼書 １０８，６５０組の印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局医療援助課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１０月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 オフセット印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【オフセット印刷 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．４色機以上の印刷機を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書  

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局医療援助課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２８０２０２１６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
所得調査返信用封筒（三つ折り） ３１，２７０枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
健康福祉局医療援助課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 封筒印刷 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【封筒印刷 市内：第２位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

２．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書及び種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 
見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局医療援助課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７２９０５０００２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くずほか１０トンの売払 

納入／履行場所 
横浜市中央卸売市場食肉市場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から２１日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分・順位 【不用品買受 市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、売払契約約款（平成 29年２月）及び仕様書に記載されたとおりと 

する。 

発注担当課 経済局運営課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７３８０３００２９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
若葉台公園ほか３公園樹林地保全管理業務委託（その２） 

納入／履行場所 
旭区若葉台三丁目１番ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｃ】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【公園緑地等管理 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 旭区旭土木事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７３９０３００２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
磯子区総合庁舎消防用設備等点検保守業務委託 

納入／履行場所 
磯子区総合庁舎 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【消防設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 磯子区総務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７４００３００３４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
金沢区いきいき街路樹事業剪定業務委託（北部方面） 

納入／履行場所 
金沢区能見台五丁目３－Ｎ－街－４路線ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ２月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ａ】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【公園緑地等管理 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 金沢区金沢土木事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７４６０５０００２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず２５トンの売払 

納入／履行場所 
栄区田谷町２４６番地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分・順位 【不用品買受 市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、売払契約約款（平成 29年２月）及び仕様書に記載されたとおりと 

する。 

発注担当課 栄区栄土木事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５５０５０００６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
はしご付消防車１台の売払 

納入／履行場所 
横浜市消防訓練センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：中古自動車】 

所在地区分・順位 【不用品買受 市内：第３位まで】 

企業規模 - 

その他 

当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

②売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をするこ 

と。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、売払契約約款（平成 29年２月）及び仕様書に記載されたとおりと 

する。 

発注担当課 消防局施設課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１１４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
タブレット型コンピュータ（Ａｐｐｌｅ） ５４０台 製品指定 

納入／履行場所 
横浜市教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月１０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【コンピュータ類 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局指導企画課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１１５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
Ａｄｏｂｅ Ａｃｒｏｂａｔ Ｐｒｏ ２０１７アカデミックライセンス（アドビシステム

ズ） １４８ライセンス 製品指定 

納入／履行場所 
教育委員会事務局指導企画課 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から２１日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 コンピュータ類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【コンピュータ類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局指導企画課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１１８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
学校給食用カートイン式パススルー牛乳保冷庫（Ｗ式） ２台ほか 

納入／履行場所 
横浜市立いぶき野小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年 ９月２９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 厨房・浴槽機器類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【厨房・浴槽機器類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局健康教育課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１１７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
給食用ゴム手袋厚手（弘進ゴム） １７１双ほか 同等品可 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 １月１９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 雑貨 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【雑貨 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員労務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１２０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
運動靴（ＢＲＯＯＫＳ又はＭｏｏｎＳｔａｒ） １，０６０足 同等品可 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月 ８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【被服 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員労務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１２１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
用務員被服（夏）男女共通上衣 ４３５着ほかの製造 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月 ８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分・順位 【被服 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

２．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１５日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１９日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１９日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 29 年９月８日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員労務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０２０１２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
用務員被服（冬）男女共通上衣 ４７０着ほかの製造 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月 ８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分・順位 【被服 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

２．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１５日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１９日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１９日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成 29 年９月８日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員労務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７１４０２００１４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
港務艇ひばり修繕 

納入／履行場所 
請負人側造船所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１２月２２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 その他の修理 

格付等級 - 

登録細目 【その他の修理：船舶修理】 

所在地区分・順位 【その他の修理 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

１．当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

２．小型船造船業法第４条に係る小型船造船業登録又は造船法第６条第１項に係る船舶の 

製造事業等開始届出のあること。 

３．本船の修繕ができる船体修繕設備（ドック又は引揚船台）を保有していること。 

提出書類 

１．委託業務経歴書 

２．「造船業開始届（受付印のあるもの）」又は「小型船造船業登録済証」の写し 

３．本修繕に使用する船体修繕設備の規模を確認できる書類 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 港湾局保全管理課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７１９０２０００４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
滅菌ガーゼ（イワツキ） ２０５箱ほか（Ａブロック） 同等品可 

納入／履行場所 
鶴見区福祉保健課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 医療機械器具 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【医療機械器具 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 医療局医療政策課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７１９０２０００５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
滅菌ガーゼ（イワツキ） １３５箱ほか（Ｂブロック） 同等品可 

納入／履行場所 
港南区福祉保健課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 医療機械器具 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【医療機械器具 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 医療局医療政策課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７１９０２０００６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
滅菌ガーゼ（イワツキ） ２１５箱ほか（Ｃブロック） 同等品可 

納入／履行場所 
保土ケ谷区福祉保健課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 医療機械器具 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【医療機械器具 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 医療局医療政策課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７１９０２０００７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
滅菌ガーゼ（イワツキ） １２５箱ほか（Ｄブロック） 同等品可 

納入／履行場所 
緑区福祉保健課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 医療機械器具 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【医療機械器具 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 医療局医療政策課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７７１０３０１７１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜市学力・学習状況調査中学校問題用紙等の配送委託 

納入／履行場所 
横浜市立中学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ２月２３日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 貨物運送 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【貨物運送 市内：第３位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 教育委員会事務局教育課程推進室 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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横浜市調達公告第261号 

   特定調達契約の落札者等の決定 
 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成29年８月22日 

                                契約事務受任者 
                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

番

号 

落札又は随意契

約に係る物品等

又は特定役務の

名称及び数量 

契約に関す

る事務を担

当する部課

の名称及び

所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ コピー用紙Ａ４ 

約19,000箱の購

入 

財政局契約

部契約第二

課 

中区港町１

丁目１番地 

平成29年

６月20日 

桔梗屋洋紙株式

会社 

金沢区幸浦二丁

目23番地８ 

円 

24,931,800 

一 般 競

争入札 

平成29

年５月

９日 

－ 

２ ごみ中継輸送用

コンテナボック

ス 23個の借入 

同 平成29年

７月４日 

日立キャピタル

株式会社神奈川

法人支店 

西区高島一丁目

１番２号 

 

3,974,400 

同 平成29

年５月

23日 

－ 

３ 小型ごみ収集車

（回転板式）（

その４） ８台

の借入 

同 同 いすゞリーシン

グサービス株式

会社本店営業部 

東京都品川区南

大井６丁目22番

地７ 

 

2,236,896 

同 同 － 

４ 小型ごみ収集車

（破砕式）（そ

の３） ３台の

借入 

同 同 同  

840,780 

同 同 － 

５ ノートパソコン

Ａ 500台の購入 

同 平成29年

７月19日 

株式会社有隣堂 

中区伊勢佐木町

１丁目４番地１ 

 

44,097,480 

同 平成29

年６月

６日 

－ 

６ ノートパソコン

Ｂ 500台の購入 

同 同 株式会社ワイソ

リューション 

戸 塚 区 品 濃 町

881番地16 

 

43,341,480 

同 同 － 

７ ノートパソコン

Ｃ 500台の購入 

同 同 株式会社エムエ

デュケーション 

戸 塚 区 品 濃 町

881番地16 

 

44,097,780 

同 同 － 

８ デスクトップパ

ソコン本体 300

台ほかの購入 

同 同 富士ゼロックス

株式会社神奈川

営業所 

西区みなとみら

い二丁目２番１

号１ 

 

31,268,160 

同 同 － 
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９ 庶務事務システ

ム機器等 一式

の借入 

同 平成29年

７月25日 

日立キャピタル

株式会社神奈川

法人支店 

西区高島一丁目

１番２号 

 

15,817,680 

同 平成29

年６月

13日 

－ 

10 住民記録システ

ムでクライアン

ト端末として使

用するパソコン

の借入 

同 同 富士通リース株

式会社横浜支店 

西区高島一丁目

１番２号 

 

1,776,060 

同 同 － 

11 住民記録システ

ム用サーバ機器

の借入 

同 同 日通商事株式会

社横浜営業セン

ター 

西区高島二丁目

19番３号 

 

2,192,400 

同 同 － 

12 住民記録システ

ム用プリンタ及

び周辺機器の借

入 

同 同 同  

8,400,510 

同 同 － 

13 住民記録システ

ムのクライアン

ト端末で使用す

るソフトウェア

の借入 

同 同 富士通リース株

式会社横浜支店 

西区高島一丁目

１番２号 

 

14,434,200 

同 同 － 
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横浜市調達公告第262号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成29年８月22日 

契約事務受任者 

横浜市健康福祉局長 鯉 渕 信 也 

番 

号 

落札又は随

意契約に係

る物品等又

は特定役務

の名称及び

数量 

契約に関す

る事務を担

当する部課

の名称及び

所在地 

落札者

又は随

意契約

の相手

方を決

定した

日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

落札金額又

は随意契約

に係る契約

金額 

契約の

相手方

を決定

した手

続 

当該入

札公告

を行っ

た日 

随意契約の理由 

１ 予防接種履

歴副本登録

用セットア

ップデータ

作成及び付

帯業務委託 

一式 

健康福祉局

健康安全課 

中区港町１

丁目１番地 

平成29

年７月

13日 

株式会社アシス

ト 

西区高島二丁目

６番32号 

円 

22,981,860 

一般競

争入札 

平成29

年５月

30日 

 

－ 
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水道局調達公告第94号 

総合評価一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「上大岡線口径800ｍｍ配水管更新工事（その２）」の工事について、一般競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 山 隈 隆 弘 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横 

  浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の 

  規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１ 

  項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

水 道 局 
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  コ 技術修得型共同企業体 

    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

 (6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式 

  実施要綱（以下「総合評価実施要綱」という。）、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）（以下「 

  運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という。）等に 

  定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札参加者は、工事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定めると 

  ころにより、技術資料を財政局契約第一課へ提出すること。 

   なお、提出後の技術資料の修正及び追加等は、提出期間内であっても認めない。 

 (2) 設計図書及び実施要領書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

   は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）及び実施要領書をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す 

  る入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 技術資料の提出をしない者が行った入札、又は実施要領書の定めに従わない技術資料を提出した者が 

  行った入札 

 (4) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (5) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内 

  訳書の提出をした者が行った入札 
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 (6) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 

  説明書４の各号に該当する入札 

 (7) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

 (9) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行 

  った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (11) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 

  技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 

６ 落札予定者の決定、入札参加資格の確認及び落札者の決定 

 (1) 開札後、調査基準価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) ５により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、評 

  価値を算出する。 

 (3) 次に掲げる要件を全て満たす入札者のうち、(2) により算出した評価値が最も高い者を落札予定者と 

  する。 

  ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

  イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で定める欠格要件のいずれにも該当していないこと。 

  ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の108分の100で除して得た数値を下回っていないこと 

   。 

 (4) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、横浜市工事請負契約に係る低入 

  札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）第４条第１項第４号に定める基準（以下「失格基準」 

  という。）に該当する場合には、その者を落札者としない。この場合、(3) の要件を全て満たす者のう 

  ち、次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

 (5) 失格基準に該当した者を除き、評価値の同じ落札予定者が２者以上あるときは、当該落札予定者にく 

  じを引かせて落札予定者１者を決めるものとする。この場合、当該落札予定者のうちくじを引かない者 

  があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札予定者を決定す 

  るものとする。 

 (6) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札予定者、落札予定者の入札価格及び(2) により算出した落札予定者の 

  評価値を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (7) 落札決定を保留した後、落札予定者が入札参加資格を満たすものであるかを確認する。 

 (8) (7）の入札参加資格の確認の結果により、落札予定者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち次に評価値の高い 

   者を新たに落札予定者とし、（7）の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様 

   の手続を繰り返す。 

 (9) （7）の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札予定者は、工事ごとに定める提出書類等を、別 

  に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出し、また確認のための指示に従わなければならない。指 

  定した期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札予定者は入札参加 

  資格を満たす者でないとし、（8）イの手続により落札者を決定する。 

 (10)（8）イの手続により、落札予定者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、 

  当該落札予定者に通知する。 

 (11) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、失格基準に該当しない場合 

  は、（7）の入札参加資格の確認とあわせて総合評価実施要綱第13条第２項に定めるとおり、低入札要 

  綱に定める調査を行う。 
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 (12) (11) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない 

  おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな 

  るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲 

  内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

 (13) (11) の調査にあたっては、当該落札予定者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日 

  時までに財政局契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の 

  期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(12) に該当するものとし、当該 

  落札予定者を落札者としないものとする。 

 (14) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、低入札要綱第４条の２ 

  第１号に定める技術者を、（9）により提出された入札参加資格確認資料に記載した技術者とは別に、 

  施工現場に専任で１名以上配置しなければならない（特定建設共同企業体の場合、代表者となる構成員 

  から１名以上配置すること。）。この場合、当該技術者について、配置技術者（変更）届出書（第６号 

  様式）及び必要書類を別に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出すること。 

 (15) (13) に定める書類は、３(4) に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること 

  。対応した書類の提出がない場合には、(12) に該当するものとし、当該落札予定者を落札者としない 

  ものとする。 

 (16) 落札者の決定にあたって、総合評価実施要綱第５条第３項で定める学識経験者の意見聴取を行った 

  場合は、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

 (17) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札予定者が指名停止等措置 

  要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停 

    止を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者の 

    うち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条 

  第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工 

  事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す 

  る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

 (1) ７(3) の規定にかかわらず、入札参加要領第27条第１項に定める契約保証金の額は、契約金額の 

  100分の30以上とする。 

 (2) ８(2) の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契 

  約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とあ 

  る場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払 

  う。なお、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条第２項に規定する前払金(中間前払金)は 

  支払わない。 

 (3) 契約金額にかかわらず、横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第11条第１号に定める工種を主たる 

  工種とする工事については、中間技術検査を行うものとする。 
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 (4) 工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うものとする。 

10 その他 

 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

  場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないもの 

  とする。 

 (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札予定者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

    ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。 

  イ 落札予定者となった者が、６(9) に定める書類の提出をしない場合 

  ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札予定者となった者が、低入札要綱第 

   ３条第３項及び第４条第１項第１号に該当した場合（ただし、資料に不備等があることのみにより同 

  号に該当した場合を除く。） 

 (9) ６(7) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (10) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代 

  理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱 

  要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満であるとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 
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  (11) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 

  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 

  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 

  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 

  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (12) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けている 

  者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１号 

    に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (13)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

 (14) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (15) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の 

  前払金に関する規程、入札取扱要綱、総合評価実施要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取 

  扱いに係る説明書等に定めるところによるものとする。 

  (16) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第70号 平成29年８月22日発行 

122 

 

契約番号 １７５２０１０２３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
上大岡線口径８００ｍｍ配水管更新工事（その２） 

施工場所 
港南区港南四丁目２番１号地先から笹下一丁目３番２９号地先まで 

工事概要 

【総合評価落札方式（簡易型）対象工事】 

普通鋼管布設工（Φ８００ｍｍ、Ｌ＝５９２ｍ）、管撤去工一式 ほか 

工期 契約締結の日から４９０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：その他の鋼構造物工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、水道管路における鋼管を製作し、パイプイン 

  パイプ工法により鋼管の現場溶接をした工事の元請としての施工実績を有すること。 

  なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の場合は、代表構成員のもの 

  に限る。    

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１９日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年１０月 ５日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、総合評価落札方式に 

おける入札参加手続、工事費内訳書の作成及び提出、調査基準価格未満で入札した場合の 

取扱い、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査の取扱 

いについて、公告本文（２、３（４）、９、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

るので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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水道局調達公告第95号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「鴨志田町ほか１か所口径100ｍｍから200ｍｍ配水管添架工事（鴨志田橋ほか１橋）」ほか

12件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 山 隈 隆 弘 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横 

  浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の 

  規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１ 

  項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

  コ 技術修得型共同企業体 
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    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

 (6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負 

  関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」 

  という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより 

  入札保証金の納付を求める場合及び８(13)に定める場合を除く。 

 (2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

   は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す 

  る入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内 

  訳書の提出をした者が行った入札 

 (5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 

  説明書４の各号に該当する入札 

 (6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

 (7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 
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 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

 (1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者 

  のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ 

  た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

 (3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書によ 

  り入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

 (5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者 

   のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う 

   。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候 

  補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連 

  絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指 

  示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該 

  落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

 (7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当 

  該落札候補者に通知する。 

  (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要 

  綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止 

  を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格を 

  もって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条 

  第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工 

  事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す 

  る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 
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 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

    ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。      

  イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

 (8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (9) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代 

  理人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱 

  要綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満であるとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

  (10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 

  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 

  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 
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  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 

  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (11)  (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けてい 

  る者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１ 

  号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (12)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

  (13) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の 

   前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等 

  に定めるところによるものとする。 

  (15) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 
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契約番号 １７５２０１０２３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鴨志田町ほか１か所口径１００ｍｍから２００ｍｍ配水管添架工事（鴨志田橋ほか１橋） 

施工場所 
青葉区鴨志田町５７番地先から鉄町２５番地１地先までほか１か所 

工事概要 

橋梁添架工（ステンレス管布設工Φ１００ｍｍ～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝７０ｍ、給水管取付 

替工） ほか 

工期 契約締結の日から１８０日間 

予定価格 ７９，７３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 鋼構造 

格付等級 - 

登録細目 【鋼構造：その他の鋼構造物工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

企業規模 - 

技術者 

鋼構造物工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時４２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平沼二丁目ほか６か所口径５０ｍｍから７５ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
西区平沼二丁目１１番３６号地先から１１番１９号地先までほか６か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ～Φ７５ｍｍ、Ｌ＝７３５ｍ）、給水管取付替工一 

式 ほか 

工期 契約締結の日から１７０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかであること。 

  ア 工種「管」に係る発注者別評価点（主観点）が４０点以上の者であること。 

  イ 平成２７年８月１日から平成２９年７月３１日までの間の最新月に完成した工種 

   「管」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格 

その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時５１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
白根五丁目ほか８か所口径５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
旭区白根五丁目６５番３号地先から６５番８号地先までほか８か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ、Ｌ＝６６１ｍ）、給水管取付替工一式 ほか 

工期 契約締結の日から１５５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかであること。 

  ア 平成２４年度から平成２８年度までの間に、いずれかの年度で設備部門に係る優 

   良工事表彰事業者であること。    

  イ 平成２７年８月１日から平成２９年７月３１日までの間の最新月に完成した工種 

   「管」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格 

その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時５２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
阿久和東二丁目ほか６か所口径５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
瀬谷区阿久和東二丁目１６番地２地先から３５番地１地先までほか６か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ、Ｌ＝５８４ｍ）、給水管取付替工一式 ほか 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかであること。 

  ア 横浜型地域貢献企業であること。 

  イ 平成２７年８月１日から平成２９年７月３１日までの間の最新月に完成した工種 

   「管」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）（４）入札参加資格そ 

の他（１）アの場合、横浜型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前におい 

ては、横浜型地域貢献企業の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参加 

資格その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
永田北二丁目ほか２か所口径５０ｍｍから７５ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
南区永田北二丁目５２番１４号地先から３６番２６号地先までほか２か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ～Φ７５ｍｍ、Ｌ＝６９１ｍ）、給水管取付替工一 

式 ほか 

工期 契約締結の日から１２５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成２８年度の災害協力事業者であること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
二葉町ほか５か所口径５０ｍｍから７５ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
南区二葉町１丁目１番地先から１番地４０地先までほか５か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設替工（Φ５０ｍｍ～Φ７５ｍｍ、Ｌ＝４５９ｍ）、給水管取付替工 

一式 ほか 

工期 契約締結の日から１７５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中山町ほか８か所口径５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
緑区中山町３２１番地２地先から３２１番地７地先までほか８か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ、Ｌ＝４３４ｍ）、給水管取付替工一式 ほか 

工期 契約締結の日から１５５日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

管工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時１８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 根岸線口径７００ｍｍ配水管布設替工事（その２） 

施工場所 
磯子区磯子一丁目４番９２号地先から４番７７号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ３００ｍｍ～Φ７００ｍｍ、Ｌ＝２３２ｍ）、 

路面復旧工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月３０日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時４７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局工業用水課 電話 ０４５－９５４－３３２９ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
大黒ふ頭線口径４００ｍｍ配水管布設替工事（その２） 

施工場所 
鶴見区大黒町９番２０号地先から１１番１号地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ４００ｍｍ、Ｌ＝３７８ｍ）、管撤去工一式、 

路面復旧工一式 ほか 

工期 契約締結の日から４５０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）次のア又はイのいずれかであること。 

  ア 横浜型地域貢献企業であること。 

  イ 平成２７年８月１日から平成２９年７月３１日までの間の最新月に完成した工種 

   「上水道」に係る工事成績が８５点以上の者であること。  

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格 

その他（１）アの場合、横浜型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前にお 

いては、横浜型地域貢献企業の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参 

加資格その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時１８分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ４回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
別所線口径６００ｍｍ配水管布設替工事（その３） 

施工場所 
南区睦町１丁目４番地１地先から２丁目１７８番地１地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ６００ｍｍ、Ｌ＝８１ｍ）、管撤去工一式、路面復旧工一式 

 ほか 

工期 契約締結の日から３４０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２４１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北寺尾三丁目ほか８か所口径５０ｍｍから３００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
鶴見区北寺尾三丁目９番７号地先から獅子ケ谷一丁目４８番２６号地先までほか８か所 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ～Φ３００ｍｍ、Ｌ＝６３７ｍ）、 

給水管取付替工一式、管撤去工一式、路面復旧工一式 ほか 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 中小企業 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、保土ケ谷区、港北区、 

  緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時４８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局北部方面工事課 電話 ０４５－５３１－４３４１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
名瀬町口径５０ｍｍから１００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
戸塚区名瀬町２８５５番地２６地先から２９５０番地７地先まで 

工事概要 

ダクタイル鋳鉄管布設工（Φ５０ｍｍ～Φ１００ｍｍ、Ｌ＝４７０ｍ）、管撤去工一式、 

給水管取付替工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１４５日間 

予定価格 ５３，０４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

企業規模 中小企業 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、南区、港南区、旭区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、 

  泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局南部方面工事課 電話 ０４５－２５２－７０８１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５２０１０２４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀浄水場１・２系ろ過池更生工事 

施工場所 
戸塚区小雀町２４７０番地 

工事概要 

ろ材洗浄工一式、ろ過池内補修工一式、表面洗浄装置塗装工一式 ほか 

工期 契約締結の日から１８０日間 

予定価格 ３９，１５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 その他 

格付等級 - 

登録細目 【その他：その他】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業又は水道施設工事業係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置するこ

と。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、浄水場におけるろ過池更生工事の元請として 

  の施工実績を有すること。なお、当該施工実績が共同企業体の構成員としての実績の 

  場合は、出資比率が１０分の２以上のものに限る。 

（２）水道施設工事業に係る建設業許可を有すること。 

（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 

する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 

明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（裏面 

に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを添付すること。 

） （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被 

保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）施工実績調書（工事内容欄に 

入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設 

計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 １０時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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水道局調達公告第96号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「低濃度ＰＣＢ廃棄物処分業務委託」ほか４件の契約について、一般競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 山 隈 隆 弘 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止を受けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

ア 横浜型地域貢献企業 

横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

イ 災害協力事業者 

災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前（ただし、休日等を含まないものとして計算

することとする。）の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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かを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求められている者が行った委託契約に関する入札

保証金の取扱いに係る説明書４の各号に該当する入札  

(4) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最

低制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする

。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

で、第13号及び第14号に定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるか

を確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第12号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者
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がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後（ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電

子メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、

また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又

は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続によ

り落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市指名停止等措置要綱第２条第１項、第

３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による指名停止を除く。）には、その者を落札

者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、契約ごとの注意事項に、委託契約に関する入札保証金制度

適用案件である旨の記載がある契約（以下「入札保証金制度適用案件」という。）については、入札

期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に他の入札保証金制度適用案件において９(4)又は９

(6)に該当して指名停止が開始された者に入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証

等をもって入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行った場合は

、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類は、入札期間中に契約第二課に提出するこ

と。入札保証及び入札保証保険の期間は、契約ごとの注意事項に別の記載がある場合を除き、開札予

定日から３週間を含んだ日とする。その他の入札保証金に関する事項は委託契約に関する入札保証金

の取扱いに係る説明書に定めるところによる。  

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある

。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定により、指名停

止を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 落札決定後、正当な理由なく契約の辞退を行った場合、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定に

より、指名停止を行う。  

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 
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(8) 入札保証金制度適用案件において９(4)又は９(6)に該当して指名停止となった者には、その指名停

止が開始された日が入札期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に含まれる他の入札保証金

制度適用案件について、入札保証金の納付を求める。  

(9) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争

入札参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １７５２０３０１２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
低濃度ＰＣＢ廃棄物処分業務委託 

納入／履行場所 
受託者処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 - 

企業規模 - 

その他 

①有資格者名簿（物品・委託等）に登載されていること（上記種目の登録の有無は問わな 

い。）。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者 

③特別管理産業廃棄物処分業（廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物）の許可を受けている者又は廃 

棄物処理法に基づく無害化処理認定を受けている者 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②特別管理産業廃棄物処分業許可証の写し又は廃棄物処理法に基づく無害化処理認定証の 

写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、入札の不調による再度の発注である。 

②本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

③入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 水道局設備課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５２０２０２０９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
普通貨物自動車（バン）（トヨタ） １台 同等品可 

納入／履行場所 
水道局洋光台水道事務所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から９０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 自動車 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【自動車 市内：順位問わず 準市内：第１位のみ】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 水道局洋光台水道事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５２０２０２１０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
普通乗用車（ステーションワゴン）（日産、ホンダ又はトヨタ） １台 同等品可 

納入／履行場所 
水道局中村水道事務所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から９０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 自動車 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【自動車 市内：第５位まで】 

企業規模 - 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 水道局中村水道事務所 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５２０２０２１２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ボール止水栓（Ｒｃ）５０ ３０個ほか 

納入／履行場所 
水道局配水課漏水管理係 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から４５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 水道用品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【水道用品 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局配水課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５２０２０２１３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ＳＵＳボール止水栓伸縮継手一体型２５ ５０個ほか 

納入／履行場所 
水道局配水課漏水管理係 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から４５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 水道用品 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【水道用品 市内：順位問わず】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局配水課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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水道局調達公告第97号 

   特定調達契約の落札者等の決定 
 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成29年８月22日 

                                契約事務受任者 
                                横浜市水道局長 山 隈 隆 弘 

番

号 

落札又は随意契

約に係る物品等

又は特定役務の

名称及び数量 

契約に関す

る事務を担

当する部課

の名称及び

所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 平成 29 年度検

針用端末機等 

一式の借入 

財政局契約

部契約第二

課 

中区港町１

丁目１番地 

平成29年

７月19日 

日通商事株式会

社横浜営業セン

ター 

西区高島二丁目

19番３号 

円 

4,440,744 

一 般 競

争入札 

平成29

年６月

６日 

－ 

２ 平成 29 年度検

針用携帯型サ

ーマルプリン

タ等 一式の借

入 

同 同 同  

7,988,652 

同 同 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

第70号 平成29年８月22日発行 

151 

 

 

交通局調達公告第87号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「関内・吉野町間軌道改良及びその他工事（その２）」の工事について、一般競争入札を行

う。 

平成29年８月22日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 城   博 俊 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横 

  浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の 

  規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１ 

  項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

交 通 局 
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    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

  コ 技術修得型共同企業体 

    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

 (6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負 

  関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」 

  という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより 

  入札保証金の納付を求める場合及び８(13)に定める場合を除く。 

 (2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

   は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す 

  る入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内 

  訳書の提出をした者が行った入札 

 (5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 

  説明書４の各号に該当する入札 

 (6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 



横浜市報調達公告版 

第70号 平成29年８月22日発行 

153 

 

 (7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

 (1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者 

  のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ 

  た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

 (3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書によ 

  り入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

 (5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者 

   のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う 

   。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候 

  補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連 

  絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指 

  示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該 

  落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

 (7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当 

  該落札候補者に通知する。 

 (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要 

  綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止 

  を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格を 

    もって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関する規程第２条 

  第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工 

  事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関す 
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  る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

  場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

     ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。 

  イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

 (8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (9) (8)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理 

  人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要 

  綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満のとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

  (10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 
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  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 

  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 

  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 

  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (11)  (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けてい 

  る者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１ 

  号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (12)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

 (13) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の 

  前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等 

  に定めるところによるものとする。 

  (15) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 
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契約番号 １７５３０１００７６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
関内・吉野町間軌道改良及びその他工事（その２） 

施工場所 中区尾上町３丁目４２番地から南区吉野町３丁目７番地まで 

工事概要 

改良マクラギ交換工一式、継目部マクラギ交換工一式、コンクリート道床切下げ工一式、 

改良レール交換工一式、修繕レール交換工一式、修繕締結装置交換工一式、 

修繕マクラギ交換工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成３１年 ７月３１日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ】 

登録細目 【土木：軌道工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること（ただし、特定建設共同企 

業体による入札の場合、代表構成員以外の構成員は国家資格を有する主任技術者でも可と 

する。）。当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ 

恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事 

に従事していない者でなければならない。  

その他 

本件工事の入札は混合入札により執行する。 

次を全て満たす技術力結集型共同企業体（名称は「○○建設共同企業体」とする。詳細は 

公告本文１（４）参照。）又は単体企業であること。 

（１）技術力結集型共同企業体の資格要件 

  ア 構成員の数は２者とし、出資比率は各構成員１０分の３以上であるとともに、代 

   表構成員がその共同企業体構成員中最大であること。 

  イ 構成員の組合せは、入札参加資格を満たす者による組合せであること。 

  ウ 現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的 

   な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

（２）単体企業の資格要件 

   現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。なお、特定建設共同企業体による入札の場合であり、かつ、代表構成員以 

外の構成員で主任技術者を配置する場合は、（１）に記載した国家資格を証明する書類（ 

建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）） （３）配置する技術者及び現場代 

理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者 

証の写し等） （４）共同企業体協定書兼委任状（特定建設共同企業体による入札の場合 

） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐、最高請負実績額に係る適格性の審 

  査並びに特定ＪＶ登録及び共同企業体協定書兼委任状の提出について、公告本文（３ 

  （４）、８（９）、８（１０）及び８（１３））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 交通局施設課 電話 ０４５－３２６－３８７８ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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交通局調達公告第88号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり「平成29年度フローティングスラブ転落防止施設設置工事」ほか２件の工事について、一般

競争入札を行う。 

平成29年８月22日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 城   博 俊 

１ 入札参加資格 

  入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお 

 いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

 (1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横 

  浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の 

  規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１ 

  項により定める資格を有する者であること。 

 (2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に 

  登載されている者であること。 

 (3) 横浜市指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく指名停止を受けていな 

  い者であること（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）。 

 (4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

   なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

  ア 主たる営業所の所在地 

    有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

  イ 優良工事表彰事業者 

    横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

  ウ 工事成績 

    工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、 

   横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び 

   横浜市医療局病院経営本部請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する工事完成結果通知書の評定点 

   （工事ごとに定める期間内に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象 

   とする。また、最新月に完成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう 

   。なお、工種「ほ装」の工事の工事完成結果通知書の評定点は、工種「舗装」のものとする。 

  エ 発注者別評価点（主観点） 

    平成29・30年度の横浜市入札参加資格審査結果通知書（工事）における工種ごとの発注者別評価点 

   （主観点）をいう。 

  オ 横浜型地域貢献企業 

    横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

  カ 建設機械所有事業者 

    ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー 

   クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル、振動ローラー又は大型ダンプ 

   車（車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上で、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故 

   の防止等に関する特別措置法」（昭和42年法律第131号）に基づく建設業用としての表示番号（以下 

   「表示番号」という。）の指定を受けているもの）を所有している者又は長期の賃貸借契約（契約期 

   間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年以上である賃貸借契約に限る。）をしている者を 

   いう。 

  キ 災害協力事業者 

    災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

    ク 施工実績 

    工事の施工実績（本市が発注した工事の場合、工事成績が65点以上のものに限る。）をいう。 

  ケ 技術力結集型共同企業体 

    各企業の技術力の結集を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

  コ 技術修得型共同企業体 
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    市内企業の技術修得を目的とする共同施工方式による特定建設共同企業体をいう。 

 (5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

 (6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負 

  関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」 

  という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

 (1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより 

  入札保証金の納付を求める場合及び８(13)に定める場合を除く。 

 (2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡 

   し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書（合併入札の場合に 

   は、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）をダウンロードすること。 

  イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書（合併入札の場 

   合には、当該合併入札に係る全ての工事の設計図書）を購入しなければならない。設計図書の購入先 

   及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期間において、工事担当課におい 

   て設計図書を閲覧に供する。 

  ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

 (3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

 (1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

 (2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、 

  郵便による入札は認めない。 

 (3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

 (4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書（合併入札の場合には、当該合併入札 

  に係る全ての工事費内訳書）を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に添付す 

  ること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照すること。また、工事費内訳書の合計 

  金額は、入札金額と一致させること。 

   なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下 

  「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等 

  の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ 

  、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

 (5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に 

  １円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者 

  は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希 

  望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

 (6) 入札の回数は１回とする。 

   なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を 

  不調とする。 

 (7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す 

  る入札 

 (2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

 (3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内 

  訳書の提出をした者が行った入札 

 (5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る 

  説明書４の各号に該当する入札 

 (6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

 (7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 
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 (8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同 

  企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

 (9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ 

  た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

 (10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同 

  組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

 (1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者 

  に通知する。 

 (2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者 

  のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ 

  た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

 (3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する 

  積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書によ 

  り入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

 (5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

  ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、 

   入札参加者にその旨を通知する。 

  イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と 

   する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者 

   のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う 

   。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 (6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候 

  補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連 

  絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指 

  示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該 

  落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

 (7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当 

  該落札候補者に通知する。 

 (8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要 

  綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止 

  を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格を 

    もって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ 

  る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも 

  って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の 

  予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方 

  法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

 (2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

 (3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

 (1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

   なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

 (2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい 

  て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関する規程第２条 

  第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工 

  事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関す 

  る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予 

  定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 
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 (3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当 

  該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

 (1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否 

  かは、工事ごとに明示する。 

 (2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結 

  する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

 (3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この 

  場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

 (4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術 

  者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める 

  入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで 

  ない。また、工場製作を含む工事については、工場製作のみが行われる期間と現場施工期間とで技術者 

  を変更することができる。なお、工場製作のみが行われる期間においては、同一工場内で他の同種工事 

  に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作が可能な場合は、同一人が各製作を一括して管理すること 

  ができる。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第 

  １項の規定により、指名停止を行う。 

  ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

     ただし、落札候補者等となった入札（政府調達協定の対象となるものを除く。）の開札日から落札 

      候補（予定）者通知日までの間に、他の本市発注工事の入札の落札候補者等となったことにより、落 

      札候補（予定）者通知日の翌開庁日午後５時までに、落札者となることを辞退した場合は、指名停止 

      に該当しない（一般競争入札（条件付）における資格確認書類を既に提出している場合を除く。）。 

      この場合、辞退は、入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も遅いものから順に行わなけ 

      ればならない。 

  イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

 (8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を 

  行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事（合併入札の場合 

  には、当該合併入札に係る全ての工事）の契約は締結しないものとする。 

 (9) (8)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理 

  人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要 

  綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

   ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ 

  れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

  ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が 

   3,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は7,000万円）未満のとき。 

  イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方 

   消費税相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であるとき。 

  ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費 

   税相当額を含む。）の合計が7,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の 

   工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税 

   相当額を含む。）の合計が3,500万円未満であること。 

   なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない 

  旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費 

  税相当額を含む。）が3,500万円（工種「建築」の場合は7,000万円）以上となった工事請負契約につい 

  ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

  (10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成29・30年度の横浜 

  市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され 

  ているもの。）における当該工事と同工種の最高請負実績額が、次のア及びイに定める金額のいずれに 

  おいても当該工事の工事費（消費税及び地方消費税相当額を含む。以下同じ。なお、合併入札の場合に 
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  は、当該合併入札に係る全ての工事費の合計）に満たない者（共同企業体の場合は、ア及びイのいずれ 

  か大きい額を構成員ごとに算定し、各構成員の当該算定した額を合計した金額が当該工事の工事費に満 

  たない者。）は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意するこ 

  と。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

  ア 元請の場合、最高請負実績額を１０分の６で除して得た額 

  イ 下請の場合、最高請負実績額を１０分の８で除して得た額 

 (11)  (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、指名停止を受けてい 

  る者（ただし、開札日以降の軽微な事由による指名停止を除く。）は、入札取扱要綱第25条第１項第１ 

  号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

  (12)適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、当該工事と同一管内かつ同種 

    の工事（以下「同種の管内一円工事」という。）を契約している者（落札決定通知書の送付を受けてい 

    るときを含む。）は、入札取扱要綱第25条第１項第12号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意す 

    ること。この場合において同種の管内一円工事とは、同一工事件名（ただし、その○○や○○‐○など 

    の通し番号は除く。）のものをいう。なお、請負工事検査事務取扱規程第２条の２第１号に規定する完 

    成検査、水道局検査規程第３条第１号に規定する完成検査及び交通局検査規程第３条第１号に規定する 

    完成検査が、審査基準日の前日までに完了している場合は含まないものとする。 

 (13) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

  市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

  書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

  の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜 

  市のホームページを参照すること。 

 (14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の 

  前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等 

  に定めるところによるものとする。 

  (15) 積算基準月が平成29年２月以前の工事は、「公共工事設計労務単価の改定（平成29年３月）に伴う 

    特例措置」（平成29年２月28日 横浜市ホームページ ヨコハマ・入札のとびら掲載）の対象工事であ 

    る。入札の際は、設計図書にて確認すること。 
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契約番号 １７５３０１００７２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２９年度フローティングスラブ転落防止施設設置工事 

施工場所 
泉区中田南三丁目１番５号から中田西一丁目１番３０号まで 

工事概要 

フローティングスラブ転落防止施設設置 一式 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

予定価格 ８８，０８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ａ又はＢ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

土木工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）の適 

  用を受ける鉄道又は軌道法（大正１０年法律第７６号）の適用を受ける軌道（以下  

  「鉄道等」という。）の線路（レール及びそれを支持するために必要な路盤又は構造 

  物を含む。）内における工事（線路閉鎖を伴うものに限る。）の元請としての施工実 

  績を有すること。なお、当該施工実績に係る鉄道等は営業路線に限る。また、当該施 

  工実績が、共同企業体の構成員としての実績の場合は、出資比率が１０分の２以上の 

  ものに限る。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ４日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ７日（木）午前 １０時２３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 交通局施設課 電話 ０４５－３２６－３８７６ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５３０１００７５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
横浜市営地下鉄阪東橋駅改良工事（電気設備工事）（その２） 

施工場所 
中区弥生町５丁目４８番地 

工事概要 

コンコース改修工一式、駅事務室改修工一式、旅客用手洗所改修工一式、連絡階段改修工 

一式、ホーム階改修工一式、電気室・機械室改修工一式、出入口階段改修工一式、出入口 

上屋改修工一式、サイン改修工一式の建築工事に伴う電気設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成３１年 ２月２８日まで 

予定価格 開札後に公表 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

企業規模 - 

技術者 

電気工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること（ただし、特定建設共同企 

業体による入札の場合、代表構成員以外の構成員は国家資格を有する主任技術者でも可と 

する。）。当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ 

恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事 

に従事していない者でなければならない。  

その他 

本件工事の入札は混合入札により執行する。 

次を全て満たす技術力結集型共同企業体（名称は「○○建設共同企業体」とする。詳細は 

公告本文１（４）参照。）又は単体企業であること。 

（１）技術力結集型共同企業体の資格要件 

  ア 構成員の数は２者とし、出資比率は各構成員１０分の３以上であるとともに、代 

   表構成員がその共同企業体構成員中最大であること。 

  イ 構成員の組合せは、入札参加資格を満たす者による組合せであること。 

  ウ 現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的 

   な雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

（２）単体企業の資格要件 

   現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。なお、特定建設共同企業体による入札の場合であり、かつ、代表構成員以 

外の構成員で主任技術者を配置する場合は、（１）に記載した国家資格を証明する書類（ 

建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等）） （３）配置する技術者及び現場代 

理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者 

証の写し等） （４）共同企業体協定書兼委任状（特定建設共同企業体による入札の場合 

） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月１１日（月）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月１３日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月１４日（木）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（各年） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐、最高請負実績額に係る適格性の審 

  査並びに特定ＪＶ登録及び共同企業体協定書兼委任状の提出について、公告本文（３ 

 （４）、８（９）、８（１０）及び８（１３））に記載があるので留意すること。 

（２）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 交通局電気課 電話 ０４５－３２６－３８１７ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １７５３０１００７３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚駅エレベーター更新工事 

施工場所 
戸塚区戸塚町１２番地１ 

工事概要 

エレベーター製作・設置工２基（マシンルームレス、定格積載量７５０ｋｇ、定格速度 

６０ｍ／分、定員１１人、乗用） 

工期 契約締結の日から平成３０年 ３月２８日まで 

予定価格 ７１，４６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

企業規模 - 

技術者 

機械器具設置工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者

でなければならない。  

その他 

次を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）平成１４年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元 

  請としての施工実績を有すること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者資格者 

証の写し（裏面に監理技術者講習修了履歴がない場合は、監理技術者講習修了証の写しを 

添付すること。） （３）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書 

類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書 

（工事内容欄に入札参加資格に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明す 

る契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ８日（金）午前 ９時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書の作成 

及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性の審査につ 

いて、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので留意すること。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－３２６－３８１４ 
 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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交通局調達公告第89号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「「はまりんフェスタ2017」会場設営委託」ほか８件の契約について、一般競争入札を行

う。 

平成29年８月22日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 城   博 俊 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成29・30年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止を受けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

ア 横浜型地域貢献企業 

横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

イ 災害協力事業者 

災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前（ただし、休日等を含まないものとして計算

することとする。）の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札
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価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求められている者が行った委託契約に関する入札

保証金の取扱いに係る説明書４の各号に該当する入札  

(4) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(6) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(8) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(9) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最

低制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする

。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

で、第13号及び第14号に定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるか

を確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第12号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 
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(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後（ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電

子メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、

また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又

は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続によ

り落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市指名停止等措置要綱第２条第１項、第

３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による指名停止を除く。）には、その者を落札

者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、契約ごとの注意事項に、委託契約に関する入札保証金制度

適用案件である旨の記載がある契約（以下「入札保証金制度適用案件」という。）については、入札

期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に他の入札保証金制度適用案件において９(4)又は９

(6)に該当して指名停止が開始された者に入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証

等をもって入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行った場合は

、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類は、入札期間中に契約第二課に提出するこ

と。入札保証及び入札保証保険の期間は、契約ごとの注意事項に別の記載がある場合を除き、開札予

定日から３週間を含んだ日とする。その他の入札保証金に関する事項は委託契約に関する入札保証金

の取扱いに係る説明書に定めるところによる。  

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある

。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定により、指名停

止を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第2

3条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定さ

れた場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 落札決定後、正当な理由なく契約の辞退を行った場合、横浜市指名停止等措置要綱第２条の規定に

より、指名停止を行う。  

(7) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、
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又は解除することができるものとする。 

(8) 入札保証金制度適用案件において９(4)又は９(6)に該当して指名停止となった者には、その指名停

止が開始された日が入札期間の末日の１年前から入札期間の末日までの間に含まれる他の入札保証金

制度適用案件について、入札保証金の納付を求める。  

(9) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関す

る競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札

参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １７５３０３０１１９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
「はまりんフェスタ２０１７」会場設営委託 

納入／履行場所 
交通局新羽車両基地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２９年１１月 ６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 イベント企画運営等 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【イベント企画運営等 市内：第２位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 交通局総務課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０２０２０９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
バス停留所枠（共同型） １０本ほか 

納入／履行場所 
交通局保土ケ谷営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から６０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 道路保安資材 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【道路保安資材 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局営業課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０２０２１０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ディーゼルエンジン用エンジンオイル（ＪＸＴＧエネルギー） ２４，２００リットル（概

算） 同等品可 

納入／履行場所 
交通局保土ケ谷営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 燃料 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【燃料 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 交通局運輸課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０２０２１１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
ホイールベアリンググリース（ＪＸＴＧエネルギー） １００缶（概算）ほか 同等品可 

納入／履行場所 
交通局保土ケ谷営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 燃料 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【燃料 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 交通局運輸課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０２０２１２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
オートマチックトランスミッションフルード（アリソン） ６０缶（概算） 製品指定 

納入／履行場所 
交通局保土ケ谷営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 平成２９年１０月 １日から平成３０年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 燃料 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【燃料 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ６回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局運輸課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０２０２０７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
蛍光ランプ（ＮＥＣ） １，６００本ほか 同等品可 

納入／履行場所 
交通局上永谷車両基地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から３０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気機械類 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【電気機械類 市内：第５位まで】 

企業規模 中小企業 

その他 

次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品の供給について、メーカー・販売代理店等の証明を受けている者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 交通局電気課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０３０１１６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小規模受電設備点検（第１ブロック）その他作業委託 

納入／履行場所 
交通局保土ケ谷営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【電気設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 交通局電気課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０３０１１７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小規模受電設備点検（第２ブロック）その他作業委託 

納入／履行場所 
交通局滝頭営業所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ３月１６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【電気設備保守 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 交通局電気課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １７５３０３０１１８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
駅照明器具・広告看板清掃及び蛍光ランプ交換作業（１号線） 

納入／履行場所 
市営地下鉄湘南台駅ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成３０年 ２月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 建物管理 

格付等級 【建物管理：Ｂ】 

登録細目 
 

所在地区分・順位 【建物管理 市内：第１位のみ】 

企業規模 中小企業 

その他 

※本案件を元請として平成２４年４月１日以降に履行した実績を有する者については、上 

記の格付等級又は企業規模は問わない。 

提出書類 

上記の格付等級又は企業規模でない者については、履行実績申告書（建物管理用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２９年 ９月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２９年 ９月 ５日（火）午後 ０時００分まで  

開札予定日時 平成２９年 ９月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

①本件は、委託契約に関する入札保証金制度適用案件である。詳細は公告本文５(3)、７( 

1)ただし書き、９(4)、９(6)及び９(8)並びに委託契約に関する入札保証金の取扱いに係 

る説明書に定めるところによる。 

②入札期間の終期である午後０時００分は正午を指す。 

発注担当課 交通局電気課 
  

契約事務担当課 財政局契約第二課 
  

 


